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　札幌市子どもの最善の利益を実現する

ための権利条例 

平成 20 年 11 月７日制定 

平成 21 年４月１日施行 

前文 

すべての子どもは、未来と世界へ羽ばたく可

能性に満ちた、かけがえのない存在です。 

 日本には、平和な社会を築き、基本的人権を

大切にする日本国憲法があります。さらに、日

本は、世界の国々と、子どもの権利に関して条

約を結び、誰もが生まれたときから権利の主体

であり、あらゆる差別や不利益を受けることな

く、自分らしく、豊かに成長・発達していくこ

とを認め、これを大切にすることを約束してい

ます。 

 子どもは、子どもが持つ権利を正しく学び、

感じたこと、考えたことを自由に表明し、自分

にかかわることに参加することができます。こ

うした経験を通して、自分が大切にされている

ことを実感し、自分と同じように、他の人も大

切にしなければならないことを学びます。そし

て、お互いの権利を尊重し合うことを身につけ、

規範意識をはぐくみます。 

大人は、子ども自身の成長・発達する力を認

めるとともに、言葉や表情、しぐさから、気持

ちを十分に受け止め、子どもの最善の利益のた

めに、子どもが直面することについて、ともに

考え、支えていく責任があります。 

子どもの権利を大切にすることは、子どもが

自分の人生を自分で選び、自信と誇りを持って

生きていくように励ますことです。それによっ

て子どもは、自ら考え、責任を持って行動でき

る大人へと育っていきます。 

 子どもは、社会の一員として尊重され、大人

とともに札幌のまちづくりを担っていきます。

子どもが参加し、子どもの視点に立ってつくら

れたまちは、すべての人にとってやさしいまち

となります。 

 私たちは、こうした考えのもと、ここに、日

本国憲法及び児童の権利に関する条約の理念に

基づき、子どもの権利の保障を進めることを宣

言し、この条例を制定します。 

第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この条例は、子どもが毎日を生き生き

と過ごし、自分らしく伸び伸びと成長・発達

していくことができるよう、子どもにとって

大切な権利等について定めることにより、子

どもの権利の保障を進めることを目的としま

す。 

 （定義） 

第２条 この条例において「子ども」とは、１

８歳未満の者その他これと等しく権利を認め

ることが適当である者として規則で定める者

をいいます。 

２ この条例において「育ち学ぶ施設」とは、

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に

定める児童福祉施設、学校教育法（昭和２２

年法律第２６号）に定める学校、専修学校及

び各種学校その他の施設のうち、子どもが育

ち、学ぶことを目的として通学し、通所し、

又は入所する施設をいいます。 

３ この条例において「保護者」とは、親及び

児童福祉法に定める里親その他の親に代わり

子どもを養育する者をいいます。 

 （責務） 

第３条 保護者、育ち学ぶ施設の設置者、管理

者及び職員（以下「施設関係者」といいます。）、

事業者、市民並びに市は、子どもの最善の利

益を考慮し、子どもの権利の保障に努めなけ

ればなりません。 

２ 市は、市外においても子どもの権利が広く

保障されるよう、他の公共団体等に対し協力

を要請し、働きかけを行うものとします。 

第２章 子どもの権利の普及 

（広報及び普及） 

第４条 市は、子どもの権利について、広報す

ることなどにより、その普及に努めるものと

します。 

 （子どもの権利の日） 

第５条 市は、子どもの権利について、市民の

関心を高めるため、さっぽろ子どもの権利の

日（以下「権利の日」といいます。）を設けま

す。 

２ 権利の日は、１１月２０日とします。 

３ 市は、権利の日にふさわしい事業を行うも

のとします。 

 （学習等への支援） 

第６条 市は、家庭、育ち学ぶ施設、地域等に

おいて、子どもが自分の権利と他人の権利を

正しく学び、お互いの権利を尊重し合うこと

ができるよう、必要な支援に努めるものとし

ます。 

２ 市は、市民が子どもの権利について正しく

学び、理解することができるよう、必要な支

援に努めるものとします。 
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見を有する者のうちから、市長が委嘱します。 

３ 第３４条第１項から第３項まで及び第３５

条第６項の規定は、調査員等について準用し

ます。 

（規則への委任） 

第４４条 この章に定めるもののほか、救済委

員の組織及び運営に関して必要な事項は、規

則で定めます。 

第６章 施策の推進 

 （施策の推進） 

第４５条 市は、子どもにやさしいまちづくり

を推進するため、子どもの権利に配慮した施

策を進めるものとします。 

 （推進計画） 

第４６条 市は、前条の施策を進めるに当たっ

ては、総合的な推進計画を定めるものとしま

す。 

２ 市は、前項の推進計画を定めるに当たって

は、市民及び次条に定める権利委員会の意見

を聴くものとします。 

第７章 子どもの権利の保障の検証 

 （権利委員会の設置等） 

第４７条 市は、子どもの権利に関する施策の

充実を図るとともに、子どもの権利の保障の

状況を検証するため、札幌市子どもの権利委

員会（以下「権利委員会」といいます。）を置

きます。 

２ 権利委員会は、前条第１項の推進計画につ

いて意見を述べるほか、市長その他の執行機

関の諮問に応じ、又は必要があるときは自ら

の判断で、子どもに関する施策における子ど

もの権利の保障の状況について、調査し、審

議します。 

３ 権利委員会は、１５人以内の委員で組織し

ます。 

４ 委員は、人権、福祉、教育等の子どもにか

かわる分野において学識経験のある者及び１

５歳以上の子どもを含む市民のうちから市長

が委嘱します。 

５ 委員の任期は、２年とします。ただし、補

欠の委員の任期は、前任者の残任期間としま

す。 

６ 委員は、再任されることができます。 

７ 前各項に定めるもののほか、権利委員会の

組織及び運営に関して必要な事項は、規則で

定めます。 

 （答申等及び市の措置） 

第４８条 権利委員会は、前条第２項の諮問を

受けたとき、又は自らの判断で調査し、審議

したときは、その結果を諮問した執行機関又

は必要と認める執行機関に答申し、又は報告

します。 

２ 権利委員会からの答申又は報告を受けた執

行機関は、これを尊重し、必要な措置を講ず

るものとします。 

   第８章 雑則 

 （委任） 

第４９条 この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が定めます。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、市長が別に定める日から施行

します。（平成２１年規則第７号で平成２１年

４月１日から施行） 

 （経過措置） 

２ 第３６条から第４１条までの規定は、これ

らの規定の施行の日（以下「施行日」といい

ます。）の３年前の日から施行日の前日までの

間にあった子どもの権利の侵害にかかわる救

済の申立てについても適用し、当該３年前の

日前にあった子どもの権利の侵害にかかわる

救済の申立てについては、適用しません。 

３～６ 〔省略〕 

 

「札幌市子どもの最善の利益を実現するため

の権利条例」の付帯決議 

 

  「札幌市子どもの最善の利益を実現するた

めの権利条例」は、札幌市の将来を担う子ど

もたちの幸せを願い、安心して生きる権利を

保障し、子どもたちの社会参加と意見を尊重

し、子どもの未来に希望の世紀を実現するた

めに制定するものである。 

  従って、条例の趣旨とその成立に至った経

緯を十分に踏まえながら、多くの市民に理解

を求め、その為の努力を惜しんではならない。 

  更に、この条例は、我が国が 1994 年に国際

条約として批准した「児童の権利に関する条

約」を札幌市において具体化するものであり、

本条例の解釈・運用は同国際条約に基づいて

行わなければならない。 

  私たちは、本条例の施行以降の状況につい

て、議会に報告を求めるものである。 

 

 以上決議する。 

平成 20 年（2008 年）11 月７日 

札幌市議会
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